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第１７号議案 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う

関係条例の整理に関する条例の制定について 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係

条例の整理に関する条例を別紙のように定める。 

平成２７年２月１７日提出 

                        芦屋市長 山 中  健    

提案理由 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正に伴い，教育委員会の教育長

及び委員長に係る規定を整理するため，この条例を制定しようとするもの。 
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芦屋市条例第  号 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う

関係条例の整理に関する条例 

 （芦屋市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改

正） 

第１条 芦屋市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和

３１年芦屋市条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

  別表中 

 「 

芦屋市教育委員会 委員長 月額 １９８，０００ 芦屋市職員等の旅費

に関する条例（以下

この表において「旅

費条例」という。）

別表第１級別１級の

者の旅費相当額 

委員 月額 １７５，５００

」 

 を 

 「 

芦屋市教育委員会 委員 月額 １７５，５００ 芦屋市職員等の旅費

に関する条例（以下

この表において「旅

費条例」という。）

別表第１級別１級の

者の旅費相当額 

」 

に改め，同表備考を削る。 

 （芦屋市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部改正） 

第２条 芦屋市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例（昭和４３年

芦屋市条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

  第１条に次の１号を加える。 
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 (3) 教育長 

第４条第３項中「「市長」を「市長及び副市長に係る期末手当の支給にあつて

は「市長」と，教育長に係る期末手当の支給にあつては「教育委員会」に改める。 

第５条第３項中「その数が４８月を超えるときは，４８月」を「市長及び副市

長にあつてはその月数が４８月を超えるときは，４８月と，教育長にあつてはそ

の月数が３６月を超えるときは，３６月」に改め，同条第４項中「行なう」を

「行う」に改め，同条第５項に後段として次のように加える。 

この場合において，これらの規定中教育長に係る退職手当の支給にあつては

「退職手当管理機関」とあるのは，「教育委員会」と読み替えるものとする。 

 （芦屋市職員等の旅費に関する条例の一部改正） 

第３条 芦屋市職員等の旅費に関する条例（昭和４１年芦屋市条例第１７号）の一部

を次のように改正する。 

  別表第１中「及び副市長」を「，副市長及び教育長」に改める。 

 （芦屋市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第４条 芦屋市職員の退職手当に関する条例（昭和３０年芦屋市条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

  第２条中「，地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６

２号）第１６条第１項に規定する職員」を削る。 

 （芦屋市立学校職員等の退職手当に関する条例の一部改正） 

第５条 芦屋市立学校職員等の退職手当に関する条例（昭和３６年芦屋市条例第２８

号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「教育長，」を削る。 
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附 則 

この条例は，平成２７年４月１日から施行する。 
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 参 照 １ 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う

関係条例の整理に関する条例要綱 

１ 制定の趣旨 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正に伴い，教育委員会の教育

長及び委員長に係る規定を整理するため，この条例を制定しようとするもの。 

２ 制定の内容 

(1) 芦屋市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改

正（第１条関係） 

芦屋市教育委員会の委員長の報酬等に係る規定の整理（別表） 

(2) 芦屋市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部改正 

（第２条関係） 

  ア 特別職の職員で常勤のものに教育長を加える。（第１条） 

イ 教育長の退職手当の額の算定に係る在職月数の上限を３６月（現行は４８

月）とする。（第５条） 

  ウ その他所要の規定の整備 

 (3) 芦屋市職員等の旅費に関する条例の一部改正（第３条関係） 

   級別１級の職務区分に教育長を加える。（別表第１） 

(4) 芦屋市職員の退職手当に関する条例の一部改正（第４条関係） 

職員の範囲に係る規定の整理（第２条） 

(5) 芦屋市立学校職員等の退職手当に関する条例の一部改正（第５条関係） 

条例の適用対象職員に係る規定の整理（第１条） 

３ 施行期日 

平成２７年４月１日 
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参 照 ２ 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律抜粋 

※    部分は，地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律

の施行（平成２７年４月１日）により削除される規定 

（委員長） 

第１２条 教育委員会は，委員（第１６条第２項の規定により教育長に任命された委

員を除く。）のうちから，委員長を選挙しなければならない。 

（第２項から第４項まで省略） 

（教育長） 

第１６条 教育委員会に，教育長を置く。 

（第２項から第４項まで省略） 

地方自治法抜粋 

※    部分は，地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律

の施行（平成２７年４月１日）により追加される規定 

第２０４条 普通地方公共団体は，普通地方公共団体の長及びその補助機関たる常勤

の職員，委員会の常勤の委員（教育委員会にあつては，教育長），常勤の監査委

員，議会の事務局長又は書記長，書記その他の常勤の職員，委員会の事務局長若

しくは書記長，委員の事務局長又は委員会若しくは委員の事務を補助する書記そ

の他の常勤の職員その他普通地方公共団体の常勤の職員並びに短時間勤務職員に

対し，給料及び旅費を支給しなければならない。 

（第２項省略） 

３ 給料，手当及び旅費の額並びにその支給方法は，条例でこれを定めなければなら

ない。 
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地方公務員法抜粋 

（一般職に属する地方公務員及び特別職に属する地方公務員） 

第３条 地方公務員（地方公共団体及び特定地方独立行政法人（地方独立行政法人法

（平成１５年法律第１１８号）第２条第２項に規定する特定地方独立行政法人を

いう。以下同じ。）のすべての公務員をいう。以下同じ。）の職は，一般職と特

別職とに分ける。 

（第２項省略） 

３ 特別職は，次に掲げる職とする。 

(1) 就任について公選又は地方公共団体の議会の選挙，議決若しくは同意によるこ

とを必要とする職 

（第１号の２から第６号まで省略） 

教育公務員特例法抜粋 

※    部分は，地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律

の施行（平成２７年４月１日）により削除される規定 

（定義）  

第２条 この法律で「教育公務員」とは，地方公務員のうち，学校教育法（昭和２２

年法律第２６号）第１条に定める学校であつて同法第２条に定める公立学校（地

方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第６８条第１項に規定する公立

大学法人が設置する大学及び高等専門学校を除く。以下同じ。）の学長，校長

（園長を含む。以下同じ。），教員及び部局長並びに教育委員会の教育長及び専

門的教育職員をいう。 

（第２項から第５項まで省略） 


